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公開書簡 

「慰安婦の声」登録申請団体との協議要請 

 

ユネスコ「世界の記憶」に「慰安婦と日本軍規律に関する証拠文書」(No.2016-76)を申請した我々四団体は、

現在ユネスコにおいて「慰安婦」に関する二つの申請が審査中であると承知している。 

 

我々は、「慰安婦の声」を申請した団体の申請文書には我々の申請文書と同一文書が含まれている可能性があ

ると理解している。仮にそうであれば、二つの団体が同一文書から導き出した主張は完全に対立したものとなる。 

 

ユネスコは機会ある毎に歴史判断や歴史解釈は行わない方針を表明している。しかし、両者が相反する視点の

下に同一文書を申請している可能性がある以上、「世界の記憶」として登録するかしないかの決定は、特定の歴史

的事象の判断や解釈に重大な影響を与えることになる。特に一方が登録され一方が却下された場合にはなおさら

である。 

 

我々は、我々の申請が、「世界の記憶」事業に否定的影響をもたらすことを決して望んでいない。このような観

点から、２者間で重複している文書の分類、解釈についての協議が必要と考えそのような機会の設置をユネスコ

に謹んで要請する。また、協議に際しては以下の２つの状況を考慮すべきであると考える。 

 

この協議要請は、先般ユネスコが HP 上で公表した「世界の記憶」事業の制度改善に関する国際諮問委員会議

長による中間報告書に完全に合致したものであることを申し添える。 

 

状況１ 

申請内容と関係ないか申請内容と一致しない文書が混入されている可能性 

我々は、ユネスコには歴史判断や歴史解釈は行う意図はない点について完全に理解している。他方で、通常申

請者は申請書の 1 Summary に申請の主要目的を記述している以上、ユネスコは少なくともサマリーの内容が客

観的に申請文書を説明、描写しているかどうか慎重に審査しなければならない。更に申請の主張とは関係ないか

一致しない文書が、主張を裏付ける文書として混入されていないかどうか厳しく審査すべきである。もしそのよ

うな文書が登録されれば、それは貴重な一次資料の歪曲と破壊を意味する。 

 

状況２ 

複数の申請団体が同一文書をお互いに両立しない分類で登録申請している可能性 

異なる筋書でお互い両立しない主張がなされているにもかかわらず、その裏付けとなる文書が同一である場合、

ユネスコは非常に注意深く公正な取り扱いと合理的、論理的、そして透明性のある審査が求められる。しかしこ

れは容易ではない。しかも審査の結果が国連による歴史的判断になりかねない。特に、登録された申請と却下さ

れた申請がある場合、ユネスコの決定は加盟国とその国民の混乱と紛糾を惹起することになる。そのような事態

は何としても避けるべきである。 

 



我々は、上記２つの状況において二つの申請を特に慎重に審査するようユネスコに要請する。ユネスコは、特に

重複する文書を選んだ申請者の意図を確認する必要がある。 

 

我々は、ユネスコにおける審査の一助とするためにも、「慰安婦の声」の申請団体との協議をおこなうことを提案

する。 

 

我々は、対話こそがユネスコの精神に基づく最も重要な行為であると信じ、この協議を通じて「慰安婦の声」申

請団体と真摯に議論することが、相互理解を深めるのに必要不可欠であると考える。つまり、我々がここに要請

する協議をせずに登録可否を決めることは、ユネスコの精神に反することであり、あってはならないと考える。 

 

最後に、世界の記憶の目的は貴重な一次資料の曲解や破壊ではなく、記録遺産の保護とアクセスの提供であるこ

とを改めて訴えさせていただく。 

 

 

【参考】 

２０１７年５月､ 第 201 回執行委員会で採択された決議の関係個所（仮訳）  

３．IAC が制度改善について成し遂げた進捗を歓迎。 

５．文書 201EX/5 Part1（H）の添付に含まれる IAC 議長の進捗報告書に留意し、IAC が規定及び指針に係る作

業を継続することを慫慂。 

６．事務局長に対し、IAC による制度改善に係る最終報告書を第 202 回執行委員会にて報告することを要請。 

※文書 201EX/5 Part1（H） 

（７）疑義を呈された登録申請者は関係者と協議を行う時間が､登録小委員会への提出前であっても与えられる。

協議は調停されるであろう。 

（ｃ）仮に合意にいたらなかった場合、関係者間で次の審査サイクルに亘る期間（つまり最大 4 年間）協議が

継続されるよう奨励されるであろう。 
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目良 浩一 日本再生研究会 代表 
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小山 和伸 メディア報道研究政策センター 理事長 
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山本 優美子 なでしこアクション 代表 

 

 

【附属文書】 

二つの申請団体がいずれも申請した可能性のある文書リスト 


